
平成２７年度平成２７年度平成２７年度平成２７年度

組織改正及び人事異動について組織改正及び人事異動について組織改正及び人事異動について組織改正及び人事異動について

広 島 県

平成２７年３月



目 次

Ⅰ 基本的な考え方 ………………… １

Ⅱ 組織改正の概要 ………………… ２

Ⅲ 組織・定員管理の状況 ………… １２

Ⅳ 人事異動の概要 ……………… １４



Ⅰ 基本的な考え方

� 「ひろしま未来チャレンジビジョン」の早期実現に向け，簡素で効率的な

行政経営と適所適材の人事配置を念頭に，組織のミッション性を高め，

「県政運営の基本方針２０１５」に掲げる重要施策の一層の推進等を

図るための組織体制を整備する。

－１－

（１） 重要施策への取組を加速させるための体制強化

（２） 組織の総合力を発揮するための体制整備

主な見直し項目



Ⅱ 組織改正の概要

（１） 重要施策への取組を加速させるための体制強化

◆ 地方創生の推進

◆ イノベーションの促進

◆ 担い手が生活設計を描ける農林水産業の確立

◆ 少子化対策・女性の働きやすさ日本一への挑戦

◆ 信頼される医療・介護提供体制の構築

人 づ く り
新 た な経済成長

◆ 局横断重要施策の推進

（２） 組織の総合力を発揮するための体制整備～ 局横断体制の整備
－２－

安 心 な暮らしづくり
新 た な経済成長

◆ 防災・減災対策の強化

① 災害に強いまちづくり

② 地 方 創 生

県政運営の基本方針2015の推進



（１）重要施策への取組を加速させるための

体制強化

－３－



現 行 再 編 後

◇ 「広島県『みんなで減災』県民総ぐるみ運動」の展開や土砂災害警戒区域等の早期指定

などのため，危機管理監と土木建築局に，専任の事業責任者として，「担当課長」を新たに

配置し，防災・減災に向けた取組を強化する。

◇ 建築行政における県独自の重要施策の実施や建築物の耐震化促進等，本県における

建築行政の重要性が高まっていることを踏まえて，「土木建築局」に名称変更する。

• 危機管理• 減災対策危 機 管 理 課危機管理監 • 危機管理危機管理監

• 減災対策
� 「広島県「広島県「広島県「広島県『『『『みんなで減災みんなで減災みんなで減災みんなで減災』』』』県民総ぐるみ運動」の展開県民総ぐるみ運動」の展開県民総ぐるみ運動」の展開県民総ぐるみ運動」の展開（災害死をゼロにする）災害の種類に応じた避難場所・経路の把握：13.2％（Ｈ26）⇒41.3％（Ｈ32）自主防災組織率：84.8％（Ｈ26）⇒95.0％（Ｈ32） 等
� 広島県強靭化地域計画（仮称）の策定広島県強靭化地域計画（仮称）の策定広島県強靭化地域計画（仮称）の策定広島県強靭化地域計画（仮称）の策定 など

【新設】危 機 管 理 課

－４－

重要施策への取組防災・減災対策の強化

ポイ

ント

• 土砂災害防止施設（ハード対策）• 自助・共助・公助による地域防災力の向上（ソフト対策）砂 防 課

• 土砂災害警戒区域等の指定（基礎調査を４年（Ｈ30），区域指定を５年（Ｈ31）で完了）【新設】砂 防 課

• 土砂災害警戒区域等の指定 • 土砂災害防止施設（ハード対策）• 自助・共助・公助による地域防災力の向上（土砂法指定以外のソフト対策）
新新

減災対策推進担当課長

土砂法指定推進担当課長

土木建築局
土 木 局 【名称変更】



◇ 本県がこれまで進めてきた地方創生の全庁的な取組をより明確化するため，

経営戦略部長をリーダーとする「地方創生推進チーム」を設置するとともに，経営企画チームに

「政策監（地方創生担当）」を配置し，地方創生関連施策を総合的に推進する。

◇ 地域力創造課を窓口とし，地方創生に向けた県内市町の取組を支援する。

－５－

地方創生の推進

ポイ

ント

県内市町県内市町
•市町人口ビジョン，市町総合戦略の策定

総 務 局 経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議県全体の統括体制

•関連施策の推進支援・連携・調整
•ビックデータに基づく地域経済分析システムの整備 等

重要施策への取組

市 町 の支 援 ・連携体制 •市町人口ビジョンの策定支援•市町総合戦略の策定支援

地方創生推進チーム地方創生推進チーム地方創生推進チーム地方創生推進チーム 連携・調整《チームリーダー》 県 の取組体制 •県人口ビジョン，県総合戦略の策定
•関連施策の総合調整経営戦略審議官

地域政策局 地域振興部長 地域力創造課長地域力創造課長

経営企画チーム 政策監政策監政策監政策監（地方創生担当）（地方創生担当）（地方創生担当）（地方創生担当）経営戦略部長 国（まち・ひと・しごと創生本部）国（まち・ひと・しごと創生本部）
庁内各局各局 経営企画監 など



◇ 「イノベーション推進チーム」を設置し，創業・新事業展開支援，産学連携等のイノベーションを

生み出す環境の整備，新たな成長分野の支援やものづくり分野の研究開発支援などにチーム

として一体的に取り組むとともに，「医工連携推進部長」を新設し，医療関連産業クラスターの

形成促進を強力に推進する。

－６－

重要施策への取組イノベーションの促進

ポイ

ント

現 行 再 編 後

商工労働局

（イノベーション推進部長）（イノベーション推進部長）（イノベーション推進部長）（イノベーション推進部長）
• イノベーション創出環境整備，産学連携
• 創業・新事業活動支援
• 次世代産業の創造支援
• 技術研究開発支援
• 環境関連産業クラスター

商工労働局

医工連携推進ＰＴ

（イノベーション推進部長）（イノベーション推進部長）（イノベーション推進部長）（イノベーション推進部長）
• イノベーション創出環境整備，産学連携イノベーション環境整備担当課長• 創業・新事業活動支援中小・ベンチャー企業支援担当課長
• 次世代産業の創造支援
• 技術研究開発支援
• 環境関連産業クラスター

イノベーション推進チーム

• 医療関連産業クラスター（医工連携推進部長）（医工連携推進部長）（医工連携推進部長）（医工連携推進部長）
• 医療関連産業クラスター ～関連企業誘致等関連企業誘致等関連企業誘致等関連企業誘致等

【統合】イノベーションを創出する環境整備の強化
医療関連産業クラスター形成促進に向けた企業誘致などの強化

ものづくり・新産業支援担当課長
新医工連携推進ＰＴ

産 業 政 策 課

次 世 代 産 業 課

【新設】



◇ 「2020広島県農林水産業チャレンジプラン アクションプログラム」に基づき，

「販売戦略に基づく流通改善・生産体制」を構築するため，関係課を再編し，

農業における「経営力の高い担い手」の育成を効果的に推進する。

－７－

重要施策への取組担い手が生活設計を描ける農林水産業の確立

ポイ

ント

現 行 再 編 後

• 販売戦略• ブランド化・６次産業化
• 新規就農者の確保• 経営力の高い担い手の育成• 農地集積
農 業 産 地 推 進 課• 農産物の生産振興

• 販売戦略• ブランド化・６次産業化• 多様な事業者等との連携・交流の促進多様な事業者等との連携・交流の促進多様な事業者等との連携・交流の促進多様な事業者等との連携・交流の促進
• 新規就農者の確保• 新規就農者の早期経営安定化新規就農者の早期経営安定化新規就農者の早期経営安定化新規就農者の早期経営安定化• 農地集積

販売・連携推進課

就 農 支 援 課

• 農産物の生産振興• 経営力の高い担い手の育成【再編】
【再編】
【再編】販 売 推 進 課

農林水産局 農林水産局

農 業 経 営 発 展 課

就農の入口から出口まで切れ目なく支援農業担い手支援課

経営発展に向け産地育成と担い手育成を一体的に推進

新
新



◇ 「ひろしまファミリー夢プラン」に掲げる「ファミリーフレンドリーな魅力あふれる広島県」の実現

に向けて，関係課を再編し，出会いから結婚，妊娠，出産，子育て，出産後のキャリア復帰まで，

働く女性に対する支援も含めて，切れ目のない少子化対策等を総合的に推進する。

－８－

重要施策への取組少子化対策・女性の働きやすさ日本一への挑戦

ポイ

ント

現 行 再 編 後

こ ど も 家 庭 課・ファミリー夢プラン・出会い，結婚支援・子育て支援・児童虐待防止，社会的養護・ＤＶ対策，ひとり親家庭支援 など

健康福祉局
健康福祉局

【新設】
子育て・少子化対策課ファミリー夢プランに基づく少子化対策の推進

健康対策課

働く女性応援課

・不妊治療・母子保健

・女性の就業支援・待機児童対策
【名称変更】・女性の就業支援・待機児童対策

・ファミリー夢プラン・出会い，結婚支援・子育て支援・不妊治療・母子保健
・児童虐待防止，社会的養護・ＤＶ対策，ひとり親家庭支援 など

（働く女性・子育て支援部長）（働く女性・子育て支援部長）（働く女性・子育て支援部長）（働く女性・子育て支援部長） （働く女性・子育て支援部長）（働く女性・子育て支援部長）（働く女性・子育て支援部長）（働く女性・子育て支援部長）※設置期間：H25.4～H27.3（立上げ期）

母子・健康増進Ｇ こ ど も 家 庭課

働く女性応援ＰＴ

【再編】
健 康 対 策 課



◇ 団塊世代が７５歳以上となる２０２５年（平成３７年）を目途に，「効率的かつ質の高い

医療提供体制」と「地域包括ケアシステム」を一体的に構築・運用していくため，医療と

介護の連携強化を図る観点から関係課を再編し，関連施策を積極的に推進する。

－９－

重要施策への取組信頼される医療・介護提供体制の構築

ポイ

ント

現 行 再 編 後

地 域 福 祉 課

健康福祉局 ・保健医療計画（救急医療を含む。）・医療（小児，周産期，へき地，災害）・医師確保
高齢者支援課

医 療 保 険 課

介 護 保 険 課

・福祉・介護人材の確保・社会福祉法人の指導監査・高齢者プラン・地域包括ケア・認知症介護支援・老人福祉施設の指導監査など
・国民健康保険，後期高齢者医療保険

・高齢者プラン（介護保険事業支援計画）・介護保険・介護保険事業者の指導監督など

医療介護人材課

健康福祉局 ・地域医療構想（ビジョン）・地域医療構想（ビジョン）・地域医療構想（ビジョン）・地域医療構想（ビジョン）・保健医療計画（救急医療を含む。）・高齢者プラン（介護保険事業支援計画を含む。）
医療介護保険課

・医師確保，看護師等の確保・福祉・介護人材の確保・医療（小児，周産期，へき地，災害）・地域包括ケア・認知症介護支援・健康づくり（疾病予防・健康増進）・国民健康保険，後期高齢者医療保険・介護保険・社会福祉法人の指導監査・老人福祉施設の指導監査など・介護保険事業者の指導監督など

地域医療構想等に基づく医療・介護連携の推進 【再編】【再編】
【再編】地域包括ケア・高齢者支援課 【再編】

【再編】
地域福祉課

地域のニーズを踏まえた医療・介護資源（人材等）の確保・適正配置など
医療保険・介護保険の適正運用社会福祉法人等の事業者指導の一元化

医務課 看護Ｇ・看護師等の確保 医務課

医療介護計画課

医 療 政 策 課

健康対策課 健康企画Ｇ・健康づくり（疾病予防・健康増進） 健康対策課

新



（２）組織の総合力を発揮するための

体制整備

－１０－



◇ 社会情勢の変化や県民ニーズの多様化などに伴い，一つの部局のみでは解決できない

新たな課題が増加している状況等を踏まえて，特に重要な局横断的な施策について，

局横断のプロジェクト・チーム（ＰＴ）を設置し，目標達成に向けて施策を推進する。

－１１－

組織の総合力発揮局横断重要施策の推進

ポイ

ント新設する新設する新設する新設するプロジェクト・チームプロジェクト・チームプロジェクト・チームプロジェクト・チーム名名名名 設置目的設置目的設置目的設置目的 目標目標目標目標 チームチームチームチーム・・・・リーダーリーダーリーダーリーダー 主な構成課主な構成課主な構成課主な構成課
①定住・交流促進ＰＴ 東京圏等からの定住・交流を加速する 県外からの定住世帯数（定住施策捕捉分）160世帯[H32] 等 地域振興部長 地域力創造課産業人材課住宅課
②都市圏魅力づくりＰＴ 県内外の多様な人材を惹きつける魅力と活力ある地域環境を創出する 多様な人材を惹きつける魅力的な地域環境の創出 等 地域振興部長 都市圏魅力づくり推進課都市計画課営繕課
③鞆地区地域振興ＰＴ 鞆地区の地域振興に向け，同地区の課題解決を図る関係事業の円滑な推進のため，東部建設事務所に鞆地区まちづくり推進事業所を設置 鞆地区の地域振興 地域振興部長 地域力創造課道路整備課港湾漁港整備課東部建設事務所鞆地区まちづくり推進事業所④ひろしまブランド推進ＰＴ ひろしまブランドの国内外での認知・評価を高める 日経リサーチ「地域ブランド力ランキング」８位以内（全国順位）[Ｈ35] ブランド推進部長 ひろしまブランド推進課地域力創造課文化芸術課海外ビジネス課 など



区 分 平成26年度 平成27年度 増 減 摘 要

局 ９ ９ ±０

課 ９４ ９４ ±０

【新設】 子育て・少子化対策課（健康福祉局）【統合】 産業政策課＋次世代産業課 ⇒ イノベーション推進チーム（商工労働局）

本庁組織の状況

Ⅲ 組織・定員管理の状況

－１２－

※1 「局」には，知事直近下位組織の会計管理部及び危機管理監を含む。※2 「課」には，専任組織を有する次のプロジェクト・チームを含む。◆ 平和推進プロジェクト・チーム◆ 医工連携推進プロジェクト・チーム◆ 海の道プロジェクト・チーム

※1※2



－１３－

� 行政経営刷新計画（平成２２年１２月策定）に基づき，計画的な定員管理を実施

部 門

行政経営刷新計画（平成２３～２７年度） 実 績（平成２３～２６年度） 平成２７年度

増減見込み 増減要素

一般行政

部 門

▲ ４２７人 ▲ ３４１人 ▲ ８６人

≪増要素≫ 重要施策への対応等≪減要素≫ 事務事業の見直し等
教育部門 ▲ ４１３人 ▲ ４５８人 ３０人

≪増要素≫ 特別支援学校の児童生徒数の増加等≪減要素≫ 小中高等学校の児童生徒数の減小等
警察部門 ± ０人 ± ０人 ± ０人※ 一般行政部門：平成２６年８月豪雨災害に係る災害関連事業の推進や防災・減災対策への対応として，平成２７年度は，別途２７人を配置する見込み。※ 教育部門 ： 本県教育の充実に向け，国において検討中の少人数学級の推進等や非常勤講師に代えての常勤教員配置への対応として，別途，平成２３～２６年度は３０９人を配置し，平成２７年度は１０人を配置する見込み。※ 警察部門 ： 全国的な警察官の増に対応するため，別途，平成２３～２６年度は４２人増員し，平成２７年度は２３人を増員する見込み。

定員管理の状況



� 異動規模は昨年度より減少

Ⅳ 人事異動の概要

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

異 動 総 数

１，８５４人

（３１．３％）

１，６２６人

（２７．５％）

１，４３１人

（２４．３％）※ 対象範囲：教育委員会及び警察を除く全ての職員※ 職名のみの変更は対象外としている。
区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

幹 部 異 動

(課長級以上)

１４８人 １２７人 １３９人

うち局長級 ７人 ４人 ６人

幹部（課長級以上）異動

－１４－

異動規模



� 将来の女性幹部職員育成のため，ポスト職へ女性職員を配置

区 分 平成２６年度 平成２７年度

ポ ス ト 職 ２４２人 ２５６人

局 長 級 ０人 １人

部 長 級 ３人 ２人

課 長 級 １１人 １１人

そ の 他 ２２８人 ２４２人※「その他」には，本庁の担当監，参事，ＧＬ，主査，地方機関の課長，係長等が含まれる。
－１５－

女性職員の登用


